
 

 民間資金等の活用に関する公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法

律第 117 号）第 8 条の規定により、公務員宿舎堺住宅（仮称）（Ⅰ期）整備事業に係

る事業者の選定に関する客観的な評価結果を別冊のとおり公表する。 

 

平成２１年３月３０日 

 

近畿財務局長  森 川 卓 也 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)整備事業 

 

－  事 業 者 選 定 結 果  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年３月３０日 

 

財 務 省 近 畿 財 務 局 

 



Ⅰ．対象事業の概要 

 

１．事業名称 

公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)整備事業 

 

２．事業に供される公共施設等の種類等 

⑴ 公共施設等の種類 

公務員宿舎及びこれに附帯する工作物その他の施設 

⑵ 公共施設等の所在等 

① 立地場所     ：堺市北区長曽根町 1180-2 

（堺市北区長曽根町 1180 番 2 ほか 2筆のうち 20,000 ㎡） 

② 敷地面積     ：20,000.00 ㎡ 

③ 用途地域     ：第一種住居地域 

④ 建ぺい率 / 容積率 ：60％ / 200％ 

 

３．公共施設等の管理者等の名称 

財務大臣 与 謝 野  馨 

（財務大臣から本事業について事務の委任を受けた者 

 財務省近畿財務局長  森 川 卓 也） 

 

４．事業の目的 

国有財産の有効活用の観点から行う国家公務員宿舎の移転・再配置計画に伴い、

廃止宿舎を集約・立体化することを目的に公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)を整備す

るものであり、早急に建替えを行う必要がある。 

その際、この建替え事業を「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進

に関する法律」（平成 11 年法律第 117 号、以下「ＰＦＩ法」という。）に基づき実

施することにより、民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用し、財政資金の効

率的な使用を図りつつ、公務員宿舎の整備を行うことを目的とするものである。 

 

５．事業内容 

公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)整備事業（以下「本事業」という。）は、ＰＦＩ

法に基づき、選定事業者（本事業の入札説明書の定めるところにより、本事業を実

施する者として選定されたＰＦＩ法第2条第5項に規定する選定事業者で落札者が

設立した特別目的会社をいう。以下同じ。）が公務員宿舎の設計及び建設を行った

後、公共施設等の管理者等である財務省（以下「国」という。）に所有権を移転し、

事業期間中に係る維持管理業務を遂行する方式（ＢＴＯ（Build, Transfer, 

Operate））により実施する。 



本事業は、公務員宿舎の設計及び建設並びに公務員宿舎の維持管理業務に係る対

価として国が選定事業者に費用を支払うものであり、事業期間は契約締結日から平

成 30 年 3 月末までの期間である。 

なお、選定事業者は、国有地の有効活用の観点から、本事業用地における利用可

能容積を活用し収益施設を併設するなど、本事業以外の他の事業（以下「附帯的事

業」という。）を行うことができる。また、本事業用地において国が必要とする公

務員宿舎等の設計及び建設を行い、更に余剰となる国有地（以下「余剰地」という。）

が生じる場合には、当該余剰地に関する提案を行うことができる。 

 

６．経緯 

・ 実施方針公表      ：平成 20 年 7 月 3 日 

・ 特定事業選定      ：平成 20 年 8 月 29 日 

・ 事業者募集（入札公告） ：平成 20 年 12 月 2 日 

・ 開札（入札価格の確認） ：平成 21 年 1 月 22 日 

・ 落札者決定       ：平成 21 年 2 月 18 日 

・ 落札者との基本協定締結 ：平成 21 年 2 月 25 日 

・ 事業者との事業契約締結 ：平成 21 年 3 月 27 日 

 

７．事業者の選定方法 

国は、入札参加資格等要件を備えていることを確認し、次いで入札価格の確認を

行う。 

有識者及び財務省職員で構成する「公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)及び伊丹住宅

(仮称)(Ⅰ期)整備事業に係る選定事業者審査委員会」（以下「審査委員会」という。）

は、落札者決定基準に基づき、提案内容の審査を行い、評価点を決定する。 

国は、審査委員会で決定された評価点を入札価格で除した値（総合評価値）が最

も高い者を落札者として決定する。 



Ⅱ．入札参加グループ一覧 

 

下記５グループから入札参加表明があった。入札参加資格等要件を充足する全て

のグループが本件入札に参加した。 

 

登録受

付番号 

入札参加 

グループ名 
代 表 企 業 構 成 企 業 

201 ラウンズグループ ㈱ラウンズ 
㈱昭和設計・東レ建設㈱ 

㈱中道組・㈱不二ビルサービス

202 
ＮＩＰＰＯコーポレ

ーショングループ 

㈱ＮＩＰＰＯコー

ポレーション 

㈱坂倉建築研究所 

㈱ビル代行 

203 大林組グループ ㈱大林組 
㈱東急コミュニティー 

㈱東畑建築事務所 

204 
サンヨーコンサルタ

ントグループ 

サンヨーコンサル

タント㈱ 

㈱大建設計・南海辰村建設㈱ 

徳倉建設㈱大阪支店 

南海ビルサービス㈱ 

205 
長谷工コーポレーシ

ョングループ 

㈱長谷工コーポレ

ーション 

㈱長谷工コミュニティ 

㈱梓設計 

 

 

Ⅲ．落札者の選定 

 

１．平成 21 年 1 月 22 日、入札参加グループの入札価格を確認した結果、全て予定価

格の範囲内であったことから、全入札参加グループについて落札者選定の対象とし

た。 

 

２．審査委員会において、入札参加のあった 5グループの提案について提案審査を行

ったが、1 グループは基礎審査項目を充足していなかったため失格（基礎審査細目

の「長期収支計画」「資金回収・返済方法」が評価基準を満たしていない。）とし、

残る 4グループについて、定量的審査項目における評価を行い各提案の評価点を決

定した。 

 

３．国は、その評価点を入札価格で除した値（総合評価値）を算出し、最も値が高い

ＮＩＰＰＯコーポレーショングループを落札者として決定した。 

 

⑴ 落札者名 ： ＮＩＰＰＯコーポレーショングループ 



⑵ 落札金額 ： 4,866,296,550 円（消費税及び地方消費税額含む） 

⑶ 予定価格 ： 6,056,404,102 円（消費税及び地方消費税額含む） 

⑷ Ｖ Ｆ Ｍ ： 24.05％  

 

※ ＶＦＭ（Value For Money）の評価にあたっては、「ＶＦＭ（Value For Money）

に関するガイドライン（平成 13 年７月 27 日）」に準じ、本事業を国が直接

実施する場合の事業期間全体を通じた財政負担額の現在価値（＝ＰＳＣ

（Public Sector Comparator））とＰＦＩ事業として実施する場合の事業期

間全体を通じた財政負担額の現在価値（＝ＰＦＩ事業のライフサイクルコス

ト）を比較している。上記(4)の 24.05％とは、ＰＳＣに対する、ＰＳＣとＰ

ＦＩ事業のライフサイクルコストの差分を示している。 

なお、ＰＳＣとＰＦＩ事業のライフサイクルコストを算定するにあたって

は、国税収入等を加味することに加え、現在価値への換算を行っているため、

予定価格や落札金額とは一致しない。 

 

総合評価値一覧 

 満点 
NIPPO コーポレー

ショングループ 
大林組グループ 

サンヨーコンサル

タントグループ 

長谷工コーポレー

ショングループ 

審査点数総合計 

（評価点） 
100     81.25     80.00     74.00     74.75

入札金額 

(税抜き・円） 
 4,643,515,000 4,698,186,293 4,955,113,205 4,998,699,392

総合評価値 

（審査点数総合

計÷入札金額×

108） 

 
1.7497 1.7027

 
1.4934 1.4953

 

Ⅳ．落札者の事業概要 

 

ＮＩＰＰＯコーポレーショングループの提案は、鉄筋コンクリート造 13 階、14

階建て 2棟（住戸数 492 戸）の建物で、駐車場の立体化で広場・駐車場等が効果的

に配置された提案となっている。 

附帯的事業は、CO2削減に貢献すると共に、入居者、地域社会のニーズに対応す 

るカーシェアリング事業及び共用施設の維持管理等で入居者が行う管理業務の提 

案がされている。 

余剰地は、Ⅱ期工事予定地に接する形状で 875 ㎡の確保がされている。 

  



総合評価方式における落札者決定のイメージ図 

 

基礎審査項目を全て充足していない場合は失格 
↓ 

２０１ 

 

 

 

 

入札価格が予定価格を 

超える場合は失格 

↓ 

該当無 

 
100

50

0 

点数 

入札価格
¥ 5,783（百万円）

予定価格（税抜）

¥ 0

最大角の提案 

落札者 

グラフ上、点数（縦軸）÷入札価格（横軸）＝総合評価値は、ポイントと

原点を結んだ線の傾きで表される。 

したがって、傾き（水平軸からの角度）の最も大きいものが落札者となる。 

※グラフ中「201」は提案番号を示す。 
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公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)整備事業 

 

－  審 査 講 評  － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公務員宿舎堺住宅(仮称)(Ⅰ期)及び 

伊丹住宅(仮称)(Ⅰ期)整備事業に係る 

選 定 事 業 者 審 査 委 員 会 

 



Ⅰ．評価点の決定方法 

 

１．基礎審査 

 

提案内容が、落札者決定基準に示す基礎審査項目を充足しているか確認し、全て

の項目を充足した提案については、基礎点として 50 点を付与、1項目でも充足して

いない提案は失格とする。 

 

２．定量的審査 

 

「事業計画に係る事項」、「施設整備計画に係る事項」、「維持管理計画に係る事項」、

「附帯的事業に係る事項」の各評価事項について、落札者決定基準に基づきそれぞ

れ加点する（合計加点数の最高は 50 点）。 

 

３．評価点の決定 

 

基礎審査の点数と定量的審査の点数との合計を評価点として決定する。 

 

 

Ⅱ．基礎審査結果 

 

入札において入札価格が予定価格を下回った 5 グループの提案のうち、4 グルー

プについて基礎審査項目を全て充足していることを確認し、残る 1グループについ

ては、充足していない項目があったため失格とした。 

 

 

Ⅲ．定量的審査の総括 

 

今回の事業は、事業計画地の周辺環境との調和や景観への配慮、温暖化防止に配

慮した環境負荷の低減やⅡ期工事との整合の取れた余剰地の確保等、諸条件が組み

込まれていた中で、民間のノウハウ、工夫を活かした多くの提案があったことは、

ＰＦＩ事業の効果そのものであると考えている。 

全ての提案が、事業計画について安定的で実効性のある具体的な提案であったこ

とは、落札者決定基準を十分研究した成果であり、審査委員会のメッセージが伝わ

った結果であると理解している。 



施設整備計画についても実効性のある具体的な提案があった。特に駐車場の立体

化により国有地の利用効率を高める方策やⅡ期事業を見据えた余剰地の確保など、

公務員宿舎建替え事業に相応しい、先見性のある提案が見られた｡ 

また、附帯的事業については、近年注目されている環境問題に対応したカーシェ 

アリング事業の提案があった。公務員宿舎整備事業においては新たな試みであり、 

未だ認知度が低く発展途上の事業ではあるが、CO2削減等地球温暖化対策への貢献、 

環境への配慮に今後期待するものである。 



Ⅳ．評価項目ごとの審査の内容 

 

１．事業計画に係る事項 

 

資金計画の確実性については、資金調達の確実性や確実な債務返済といった資金

調達・計画の安全性及び金利負担のほか各種費用の削減などコストの観点からの工

夫や検討がされているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、劣後融資の活用や利払い方法の工夫によるコスト圧縮のための提案や、

資金不足への対応方法の策定など、安全性とコスト面を中心とした提案について評

価した。 

 

リスクへの対応については、リスクの分担・管理体制、重要リスクの網羅的な把

握、保険やバックアップ体制などのリスク管理方法、リスク顕在化時の対応方法が

具体的に検討されているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、リスクを網羅的に把握した上で、その分担・管理体制が明確であり、

さらにリスク顕在化時における保険の付保やバックアップサービス等の対応方法

が講じられている提案について評価した。 



２．施設整備計画に係る事項 

 

配置・外構計画については、良好な住環境と街並みの形成に配慮し、近隣及び周

辺に与える影響の低減及び適切な対策が講じられているか、広場・駐車場等が効果

的に配置され、かつ安全・バリアフリーに配慮されているか、などの点に着目して

審査を行った。 

その結果、駐車場の立体化により敷地全体の利用効率を高め、大きな広場等を設

ける提案について高く評価した。ただし、立体駐車場部分のバリアフリー及び防犯

性については懸念が残るため、今後、設計工程での検討、改善を期待したい。 

 

構造計画については、構造躯体における安全性・フレキシビリティ、建築材料・

設備機器の耐久性・保全性が確保されているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、網羅的かつ実効性のある提案について評価した。 

 

住棟・住戸計画については、共用スペースなどの内容・構成などが安全性・機能

性に配慮された住棟計画となっているか、居住性、室内環境、空気環境、シックハ

ウス対策など機能性・快適性に配慮された住戸計画となっているか、などの点に着

目して審査を行った。 

その結果、住戸プランにおける基本的な快適性・機能性や間仕切りの可変性など

の提案について高く評価をした。 

 

防犯・防災計画については、大規模地震などの非常時における防災性、日常の防

犯性が確保されているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、網羅的かつ実効性のある数多くの提案について評価した。 

 

環境共生については、資源循環性に配慮して適切な材料を使用しているか、再資

源化に配慮しているか、環境調和性に配慮して自然エネルギーを利用しているか、

などの点に着目して審査を行った。 

その結果、網羅的かつ実効性のある提案について評価した。 

 

施工については、品質保証の具体的な方法、保証期間が確保されているか、確実

かつ適切な施工工程・工法となっているか、工事中の周辺住民に対する安全確保が

されているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、さまざまな具体的な提案に加えて、プレキャストコンクリートの採用

やモデル住戸により完成した状態を先行して確認する提案について高く評価した。 

 

余剰地については、位置や形状、規模が利用価値の高いものとなっているか、な

どの点に着目して審査を行った。 



その結果、Ⅱ期事業における有効性が優れる提案について高く評価した｡ 



３．維持管理計画に係る事項 

 

維持管理業務計画については、空き住戸、敷地及び集会場等の維持管理業務、防

火管理等の業務等において、業務要求水準書で要求された水準を満たすための具体

的な方法をおさえたうえで、サービスレベル向上が具体的に提案されているか、な

どの点に着目して審査を行った。 

その結果、基本的な提案に加えて、要求を上回る管理人体制の提案について高く

評価した。 

 

保守点検業務計画については、昇降機、消防設備、給水設備、自家用電気工作物

の保守点検や監視業務において、業務要求水準書で要求された水準を満たすための

具体的な方法をおさえたうえで、サービスレベル向上が具体的に提案されているか、

などの点に着目して審査を行った。 

その結果、網羅的かつ実効性のある提案について評価した。 



４．附帯的事業に係る事項 
 

事業内容については、事業内容の適切性に加え、周辺地域社会のニーズや環境へ

の対応、街づくりへの貢献が提案されているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、周辺地域のニーズを適切に踏まえて、近年注目されている環境問題に

配慮した事業の提案について高く評価した。ただし、広まりつつある事業ではある

が、認知も低く会員の確保、利用度等、実現に向けての課題は多いと考えられる。

今後の事業展開に期待したい。 

 

事業計画については、事業の採算性・安定性の確保や、公務員宿舎事業とのリス

クの分離がされているか、などの点に着目して審査を行った。 

その結果、運営企業を活用するなどして事業リスクを分離している提案について

評価した。 

 

入居者が行う管理業務への提案については、入居者の経済的・人的負担の水準の

適切性、入居者のニーズに沿ったサービス提供が提案されているか、などの点に着

目して審査を行った。 

その結果、入居者が行う管理業務を把握した上で、自治会業務についての具体的

な支援内容に関して優れた記載がある提案について高く評価した。 

 



Ⅴ．評価点の結果 

 

評価事項 評価項目 満点 №202 №203 №204 №205

資金調達計画 2.00 1.00 1.00 1.00 1.00 

リスクへの対応 3.00 1.50 1.50 0.75 1.50 
事業計画に係

る事項 

小計 5.00 2.50 2.50 1.75 2.50 

配置・外構計画 10.00 7.50 7.50 5.00 5.00 

構造計画 5.00 3.75 2.50 3.75 2.50 

住棟・住戸計画 8.00 4.00 4.00 4.00 4.00 

防犯・防災計画 3.00 2.25 1.50 1.50 1.50 

環境共生 7.00 3.50 3.50 3.50 3.50 

施工 3.00 1.50 2.25 1.50 1.50 

余剰地の創出 1.00 0.50 0.75 0.00 0.50 

施設整備計画

に係る事項 

小計 37.00 23.00 22.00 19.25 18.50

維持管理業務提案の妥当性 3.00 2.25 2.25 1.50 1.50 

保守点検業務提案の妥当性 2.00 1.50 1.50 1.00 1.00 
維持管理計画

に係る事項 

小計 5.00 3.75 3.75 2.50 2.50 

事業内容 1.00 0.75 0.50 0.00 0.50 

事業計画 1.00 0.50 0.50 0.00 0.50 

入居者が行う管理業務への提案 1.00 0.75 0.75 0.50 0.25 

附帯的事業に

係る事項 

小計 3.00 2.00 1.75 0.50 1.25 

定量的審査点数合計 50.00 31.25 30.00 24.00 24.75

基礎審査点数 50.00 50.00 50.00 50.00 50.00

審査点数総合計（評価点） 100.00 81.25 80.00 74.00 74.75

※ 審査過程において、入札参加グループ名・構成企業名等は開示されていない。 

 


